私立学校振興費（運営費）補助金事務取扱要領４(1)エに定める新時代を拓く特色ある学校づくり推進事業割及び私立学校振興費（過疎地域私立高等学校運営費）補助金事務取扱要領４(1)イに定める過疎特色割の配分及び交付に係る取扱方針の一部改正新旧対照表

	現行
	改　　　　　正　　　　　後

	私立学校振興費（運営費）補助金事務取扱要領４(1)エに定める新時代を拓く特色

ある学校づくり推進事業割及び私立学校振興費（過疎地域私立高等学校運営費）

補助金事務取扱要領４(1)イに定める過疎特色割の配分及び交付に係る取扱方針
（趣旨）
１　この方針は、私立学校振興費（運営費）補助金事務取扱要領（以下「要領」という。）４(1)エに定める新時代を拓く特色ある学校づくり推進事業割及び私立学校振興費（過疎地域私立高等学校運営費）補助金事務取扱要領４(1)イに定める過疎特色割の配分及び交付に関し、必要な事項を定めるものとする。

２～３　〔略〕

（配分額）

４　各学校に対する補助金の配分額は次のとおりとする。

　(1)～(2)　〔略〕

　(3)　各学校の補助基準額の合計額が私立学校振興費（運営費）補助金事務取扱要領４(1)エに定める新時代を拓く特色ある学校づくり推進事業割（以下「特色づくり補助」という。）予算と私立学校振興費（過疎地域私立高等学校運営費）補助金事務取扱要領４(1)イに定める過疎特色割（以下「過疎特色補助」という。）予算の合計額の範囲内である場合は、過疎地域に所在する高等学校に対しては、補助基準額から過疎特色補助として交付した額を減じた額を、過疎地域外に所在する高等学校に対しては補助基準額を特色づくり補助として交付する。
(4)　各学校の補助基準額の合計が特色づくり補助の予算と過疎特色補助の予算の合計額を

上回る場合は、

ア　特色づくり予算と過疎特色予算の合計額を補助基準額で除して得た数を割落率とする。ただし、過疎特色補助交付対象校の補助基準額の合計額にこの割落率を乗じて得た額が過疎特色割予算の合計額を下回る場合は、特色づくり予算を過疎特色補助対象校以外の学校の補助基準額の合計で除して得た数を割落率とし、過疎補助対象校以外に適用する。

イ　過疎地域に所在する高等学校に対する補助は、補助基準額に割落率を乗じて得た額から過疎特色補助として交付した額を減じた額（以下「減じた額」という。）を、減じた額が負の額となる場合を除き、特色づくり補助として交付する。

ウ　過疎地域外に所在する高等学校に対する補助は、補助基準額に割落率を乗じて得た額を特色づくり補助として交付する。

（交付申請書）

５　当該年度において、特色づくり補助及び過疎特色補助の交付を受けようとする学校法人は、要領８に定める補助金の交付申請書に、新時代を拓く特色ある学校づくり推進事業計画策定（実績評価）調書（別紙６ア）及び新時代を拓く特色ある学校づくり推進事業所要額調書（別紙６イ）を添付して提出するものとする。
６～７　〔略〕

（事業実績報告書）

８　当該年度において特色づくり補助及び過疎特色補助の交付を受けた学校法人は、要領で定める補助金の実績報告書（別紙様式）に新時代を拓く特色ある学校づくり推進事業支出済額調書（別紙６イ）を添付して提出するものとする。


	私立学校振興費（運営費）補助金事務取扱要領５(1)エに定める新時代を拓く特色

ある学校づくり推進事業割及び私立学校振興費（過疎地域私立高等学校運営費）

補助金事務取扱要領４(1)イに定める過疎特色割の配分及び交付に係る取扱方針

（趣旨）

１　この方針は、私立学校振興費（運営費）補助金事務取扱要領（以下「要領」という。）５(1)エに定める新時代を拓く特色ある学校づくり推進事業割（以下「特色づくり補助」という。）及び私立学校振興費（過疎地域私立高等学校運営費）補助金事務取扱要領４(1)イに定める過疎特色割（以下「過疎特色補助」という。）の配分及び交付に関し、必要な事項を定めるものとする。

２～３　〔略〕

（配分額）

４　各学校に対する補助金の配分額は次のとおりとする。

　(1)～(2)　〔略〕

　(3)　各学校の補助基準額の合計額が要領５(1)エに定める特色づくり補助に係る予算と私立学校振興費（過疎地域私立高等学校運営費）補助金事務取扱要領４(1)イに定める過疎特色補助に係る予算の合計額の範囲内である場合は、過疎地域に所在する高等学校に対しては、補助基準額から過疎特色補助として交付した額を減じた額を、過疎地域外に所在する高等学校に対しては補助基準額を特色づくり補助として交付する。
(4)　各学校の補助基準額の合計が特色づくり補助に係る予算と過疎特色補助に係る予算

の合計額を上回る場合は、

ア　特色づくり補助に係る予算と過疎特色補助に係る予算の合計額を補助基準額で除して得た数を割落率とする。ただし、過疎特色補助交付対象校の補助基準額の合計額にこの割落率を乗じて得た額が過疎特色補助に係る予算の合計額を下回る場合は、特色づくり補助に係る予算を過疎特色補助対象校以外の学校の補助基準額の合計で除して得た数を割落率とし、過疎補助対象校以外に適用する。

イ　過疎地域に所在する高等学校に対する補助は、補助基準額に割落率を乗じて得た額から過疎特色補助として交付した額を減じた額（以下「減じた額」という。）を、減じた額が負の額となる場合を除き、特色づくり補助として交付する。

ウ　過疎地域外に所在する高等学校に対する補助は、補助基準額に割落率を乗じて得た額を特色づくり補助として交付する。

（交付申請書）

５　当該年度において、特色づくり補助及び過疎特色補助の交付を受けようとする学校法人は、要領９に定める補助金の交付申請書に、新時代を拓く特色ある学校づくり推進事業計画策定（実績評価）調書（別紙６ア）及び新時代を拓く特色ある学校づくり推進事業所要額調書（別紙６イ）を添付して提出するものとする。
６～７　〔略〕

（事業実績報告書）

８　当該年度において特色づくり補助及び過疎特色補助の交付を受けた学校法人は、要領９で定める補助金の実績報告書（別紙様式）に新時代を拓く特色ある学校づくり推進事業支出済額調書（別紙６イ）を添付して提出するものとする。
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